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長 崎 市 
【観光振興について】 
 

１ 長崎市観光・ＭＩＣＥ戦略について 
 ⑴ 位置づけ 

  市 の 最 上 位 計 画 で あ る 「 長 崎 市 第 五 次 総 合  

計画」をベースに、観光行政における基本計画 

として「長崎市観光・ＭＩＣＥ戦略」が位置づけ

ら れ る 。 さ ら に そ の 下 位 計 画 と し て 「 長 崎 市  

観光・ＭＩＣＥ計画」、「長崎市版ＤＭＯ事業 

計画」を位置付けている。  
 

 ⑵ 期間 

   2021年度～2025年度（５年間） 

 ⑶ 策定の趣旨と意義 

  コロナ禍や人口減少等による社会情勢の変化に加え、訪

問客のニーズの多様化といった観光行政における課題に対

応していくため、従来の戦略及び計画を統合し、さらにＭ

ＩＣＥによる振興を図ることを目的として新たに戦略を策

定した。 

 ⑷ 観光ＭＩＣＥ振興ビジョン 

  長崎市の将来像として、次の４つのビジョンを掲げてい

る。 
 
  ① 訪問客がまた来たい・もっと過ごしたいと思うまち 

  ② 事業者が交流で潤い、成長するまち 

  ③ 市民が誇りを持ち、住み続けたいと思うまち 

  ④ 危機管理に強いまち 
 
 ⑸ 課題及び基本方針 

  長崎市の観光行政における課題を踏まえた４つの基本方

針を策定している。 

 
 ⑹ 宿泊税の活用 

  長崎市においては、国内外の人々の来訪及び交流を促進するとともに、観光の

振興を図る施策に要する費用に充てることを目的として、令和５年４月１日から

宿泊税を導入している。 

  使途としては、①サービス向上・消費拡大、②情報提供、③受入環境整備、④

資源磨き、⑤緊急時の対応等を「５つの柱」とし、その多くがＤＭＯ関連予算と

して計上されている。 

水上 美華副委員長 

森山 由美子 委員長  
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長 崎 市 
２ 長崎市版ＤＭＯの取り組みについて 
 ⑴ 長崎市とＤＭＯの基本的な役割 
  長崎市においては、ＤＭＯとの役割分担を明確にし、市は観光まちづくりに 

関する指針等の政策立案を行い、ハード面の基盤整備を行う役割を担うことと 
している。一方、ＤＭＯにおいては、市の指針等で示された目標を達成するため
の観光まちづくりにおける具体的な方策を企画・実践していくマーケティング・
マネジメントの役割を担っている。 

 ⑵ マーケティングの基本方針 

  長崎市版ＤＭＯにおける重要な役割である『マーケティ

ング』については、選ばれるための『ブランディング』、

選ばれ続け、稼ぐ力を引きだす『仕組みづくり』を基本的

な考え方とし、さらに『長崎市観光まちづくりネットワー

ク』を活用した訪問客の獲得や周遊促進・消費拡大を行う

ことを目的としている。 

 選ばれるための『ブランディング』 

 長崎市が誇る「歴史・文化」を中心に、「食」、

「海」、「平和」などによる普遍的な価値を象徴する

ブランディングを行う。 

 選ばれ続け、稼ぐ力を引きだす『仕組みづくり』 

 長崎市の観光・ＭＩＣＥブランドを体現するコン

テンツを創造し、訪問客に届け、来訪を促し、満足

度の高い旅やＭＩＣＥを提供し続けるマーケティン

グ・サイクルを構築する。  
 『長崎市観光まちづくりネットワーク』 

  ＤＭＯによる『マーケティング』を行っていく上で欠かせない存在と 

なっているのが「長崎市観光まちづくりネットワーク」である。ＤＭＯと

事業者、事業者同士が連携し、商品・サービスの魅力づくりやビジネス 

チャンスの創出を行うことで、持続的な観光地のブランド向上と変化する

市場ニーズへの対応など、「持続可能な観光まちづくり」の実現を目指す

ことを目的としている。 

  参加メンバーは、観光産業に関係する事業者のみならず、多種多様な 

業種の法人や個人であり、それらの事業者が中心となり「共感・連携・共

創」による取組を実施。ＤＭＯは事務局として、収集データの紹介、アド

バイザー派遣、セミナーやワークショップの主催等を行っている。 

  発 足 し て 間 も な い こ と か ら 、 ま ず は メ ン バ ー を 増 や す 取 組 を 行 っ て  

おり、令和５年度は196名のメンバーが登録している。 

  令和６年度の取組としては、セミナー等の開催回数を増やし、メンバー

間の交流を促進することで、情報発信強化や積極的なデータの活用等の 

機会を創出することとしている。 

よこやま 峰 子  委 員  
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長 崎 市 
 ⑶ 包括的マーケティングリサーチ 

 ＤＭＯにおけるマーケティングリサーチとして、国内・海外訪問客向けの「観

光動向調査」、ＭＩＣＥ開催主催者・参加者向けの「主催者調査」、観光関連事

業者向けの「受入水準調査」、市民向けの「市民アンケート」等を包括的に行っ

ている。 

 これらの調査により得られた結果の分析に基づき、プロモーションを行うター

ゲット選定や新たな観光コンテンツづくりに活用している。 

 また、収集したマーケティングデータは、前述の「長崎市観光まちづくりネッ

トワーク」を通してレポートとしてメンバーに還元され、セミナーやフィールド

ワークにおいて活用方法等をレクチャーしている。 

⑷ 新規ターゲットの設定 

  長崎市ＤＭＯでは、これまでの

誘 客 タ ー ゲ ッ ト の 中 心 で あ っ た

「マス層」も意識しながら、より

戦 略 的 で 投 資 効 果 の 高 い 施 策 を 

展開するため、「富裕層＆クリエ

イティブ・クラス、ジェネレーシ

ョンＺ」を新規ターゲットと位置

づけ、ＤＭＯ事業の４本柱である

『 国 内 』 、 『 イ ン バ ウ ン ド 』 、

『 Ｍ Ｉ Ｃ Ｅ 』 、 『 修 学 旅 行 』 の 

それぞれにおいてターゲットに応

じたきめ細やかなプロモーション

を行うこととしている。 

 

＜委員からの主な質問と回答＞ 

Ｑ： 観光行政における近隣の自治体との連携についてどのように考えているか。  

Ａ： 来年度に大阪・関西万博を控えており、多くのインバウンドの来訪が予想され 

      る。これに伴い、「西のゴールデンルート」という組織が設立され、西日本・ 

      九州地域が一体となって誘客を図るために、それぞれの魅力の発信・プロモー 

      ションに取り組むこととしている。また、西九州新幹線開業に伴い、停車駅で 

      ある諫早市、嬉野市、大村市等と沿線自治体としての連携、「シュガーロード 

      」と呼ばれる長崎から北九州・小倉まで、砂糖を使った銘菓を持つ自治体の連 

      絡協議会による連携がある。シュガーロードは日本遺産にも認定されており、 

      こういった歴史や文化を活かした連携を行っているが、それを今後どのように 

      継続的なツーリズムに繋げていくかについては課題と考えている。 

Ｑ： ＤＭＯの組織運営には民間の知識を取り入れているのか、行政中心で行ってい 

      るのか。  

Ａ： 基本的に人材は民間が主体であり、行政は入っていない。一部、市からの出向 

      職員がいるものの、ほとんど民間中心である。広告代理店や旅行会社出身の方、 

      有名企業の第一線で活躍していた方など様々な業種が集まっている。こういった 

      豊富な人材がいることにより、マーケティングなどの行政ではなかなかできない 

      専門的な分野の事業を行えていると考えている。 

Ｑ： 長崎市では、年間どの程度ＭＩＣＥを開催しているのか。 

Ａ： 令和５年度の開催実績は 2,012 件。利用者数は 662,135 人。令和６年度も同様の 

      人数を推計している。長崎市では、経済効果が高く、長崎大学等の協力も得られ 

      やすい学会の誘致に力を入れている。 
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福 岡 市 
【スタートアップ支援の取組について】 

１ 福岡市におけるスタートアップ支援事業の概要 
 ⑴ 経緯 

  福岡市は、他の都市に比べ大企業本社の立地が少な

く、支店が多い「支店経済都市」である。また、政令市

で唯一、一級河川がないといった地理的条件もあり、工

業系の大企業が立地していない。そのため、景気が悪く

なると市内から企業が撤退してしまう傾向があった。 

  そのような中、既存の企業に頼らずに安定的な税収を

確保しなければならないという観点から着目したのがス

タートアップの支援である。 

  福岡市では、まだ「スタートアップ」という言葉が社

会的に認知されていなかった201 2年からスタートアッ

プ支援の取組を開始。支援に当たっては、「行政が上か

ら行うのではなく、起業家と同じ目線で行っていく」

ことをモットーとしている。 

  

 ⑵ これまでの取組と成果 

伴 良隆委員  



経済観光委員会 

 

 

 

福 岡 市 

  スタートアップ支援を開始した201 2年から12年あまりで、福岡市は全国に先駆

けて様々な取組を実施してきた。 

  その結果として、創業相談件数、累計資金調達件数は着実に増加してきており、

令和６年度からは、ＩＰＯ（新規株式公開）を目指すスタートアップを支援する取

組も開始している。 

  
 ⑶ 福岡市の都市特性を活かしたスタートアップ企業の例 

  ①自然（山）・・・「ＹＡＭＡＰ」 

   福岡市の豊かな自然のひとつとして「山」がある。そ

のような特性を活かし生まれた「ＹＡＭＡＰ」は、携

帯電話が圏外であってもＧＰＳ機能を利用した位置情

報サービスを提供する。 

  ②自然（海）・・・「ベンナーズ」 

   福岡市近郊には、玄界灘をはじめとした豊富な漁場が

あり、水産物の水揚げ量も多い。「ベンナーズ」は「日

本の食と漁業を守る」をビジョンに、未利用魚を積極

的に活用した商品開発を行っている。 

  ③女性の活躍・・・「ＯＮＧＲＩＴ」 

   福岡市は、サービス業従事者が多いことから、男性よ

り女性の人口割合が多い特徴がある。従来、インフラ

設備点検は経験豊富な職員が行うものであったが、「Ｏ

ＮＧＲＩＴ」が提供するテクノロジーを活用すること

で点検作業の効率化が図られるだけでなく、障がいの

ある方や女性での作業も実現している。 

  ④子育て・・・「Ｏｘｘｘ」 

   福岡市では、人口千人あたりの出生数が大都市のうち

でも多いことから子育て施策に注力している。「Ｏｘｘ

ｘ」では、子どもの食事のうち、離乳食については市

販されているものの、幼児期の食事はあまり販売され

ていないことに対する課題を感じ、幼児食の冷凍宅配

サービスを提供している。 

かんの 太一委員  

小須田 大拓委員  
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福 岡 市 
 ⑷ 今後の取組  

  福岡市では、今後のスタートアップ支援の取組として、「高さ」と「ソーシャル

スタートアップ」を掲げている。 

  これまでの支援においては、スタートアップ企業に対し、ＩＰＯやユニコーン

企業を目指してもらうような「成長」を促してきたが、今後は、「成長」を促して

いくことはもちろんのこと、「高さ」としてさらに質の高いスタートアップ支援を

行っていくことを目標としている。2024年５月の「Fuku o k a  G r o w t h  N e x t」リ

ニューアルオープンに当たっては、運営事業者として新たに東京の人材マッチン

グ企業に参画してもらい、急成長を目指すスタートアップの支援を強化してい

る。 

  また、社会や地域の課題解決をビジネスと両立しながら取り組む「ソーシャル

スタートアップ」については、起業数が増加している一方で社会課題解決と収益

性の両立が難しく、資金繰りが難航しやすいといった課題があった。こうしたス

タートアップを社会全体で支えていくための仕組みとして、令和６年度よりふる

さと納税を活用した「ソーシャルスタートアップ」支援事業を開始。本制度で

は、対象企業を10社選定。寄付者がふるさと納税の使い道としていずれかの対象

企業を指定し納税、対象企業は寄付額に応じた補助金が福岡市から交付される。

交付された補助金は、経営基盤強化等の取組に使われる。 

 

２ Fukuoka G row th Nextの運営について 
  説明聴取ののち、施設内の視察を行った。 

 

 

 

 

 

 

＜委員からの主な質問と回答＞ 

Ｑ： スタートアップ支援に当たり、大学との連携はどのように行っているのか。 

Ａ：  主に九州大学との連携を行っている。本年４月、九州大学において研究内容 

   のビジネス化を支援する組織である「九大ＯＰＩ（オープンイノベーション 

   プラットフォーム）株式会社」が設立され、産官学連携の一環として 

   F u k u o k a  G r o w t h  N e x t、市役所と連携を行っている。 

Ｑ： スタートアップ支援に当たり、成功している点、課題と感じている点はある 

   か。 

Ａ：  F u k u o k a  G r o w t h  N e x t の運営については、福岡市が一部出資しているもの 

   の、複数の民間企業で構成される運営委員会が主体となり運営している。成 

   功している点として、行政が支援できる限界のある課題について、民間事業 

   者のノウハウを活用しながら臨機応変な対応ができていると考えている。 

   課題としては、スタートアップカフェ等の取組により福岡市が起業しやすい 

   街であるといった認識が醸成されているものの、大きく成長する企業がまだ 

   出てきていない点である。今後は、成長が見込める企業に対して集中的に支 

   援し、上場する企業を生んでいきたいと考えている。 
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兵 庫 県 
【ユニバーサルツーリズムについて】 

１ ユニバーサルツーリズム推進条例について 
 ⑴ 条例制定に至る背景と条例制定以前の状況 

  兵庫県の観光・福祉行政において、以下のような背景と状況にあったことか

ら、ユニバーサルツーリズム推進条例の制定への機運が高まっていった。 

   

 ⑵ ユニバーサルツーリズム条例の概要 

  上記の背景と状況を踏まえ、全国初の条例として、ユニバーサルツーリズム条

例を制定。条例の中では、基本理念、責務・役割、取組内容を規定。 

  

 

 

 

 

 

条例名：高齢者、障害者等が円滑に旅行することができる環境の整備に関する 

    条例（通称：ユニバーサルツーリズム推進条例） 

施行日：令和５年４月１日 

条例の目的：○ユニバーサルツーリズム推進に関する理解促進・機運醸成 

      ○県の積極姿勢の見える化（全国に先駆けて条例化） 

      ○取組を未来につなげていくための拠り所（施策等の信頼性・実 

       効性・継続性を担保） 
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兵 庫 県 
 ⑶ 条例の位置づけ                                                                                    

  兵庫県では、本条例の制定以前からユニバーサル社会づくり・福祉のまちづく

りに注力した条例体系を整備しており、今回の「ユニバーサルツーリズム推進条

例」は体系の中において旅行分野の実施条例に位置づけられる。 

 

２ 受入体制の整備について 
 ⑴ 令和６年度の取組 

  条例施行後２年目となる令和６年度は、３つの項目に分けて取組を実施。 
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兵 庫 県 

 

 

＜委員からの主な質問と回答＞ 

Ｑ： モニターツアーについて、障がいのある方や高齢者のほかに、ご家族や福祉 

   施設等の方が同行しているのか。また、受入を行う宿泊施設や観光協会に介 

   助者を常駐させる考えはあるか。 

Ａ： 本条例では、障がいのある方や高齢者といった当事者だけが旅行を楽しむの 

   ではなく、介助している方も一緒に楽しめることを目的としている。したが 

   って、ツアーには県内の福祉施設等に従事している方を同行させている。受 

   入側の体制整備については、介助者を常駐させていないが、「ユニバーサルツ 

   ーリズム推進連絡会」に福祉事業者も参画してもらい、普段からネットワー 

   クづくりをすることで、宿泊施設と相互に相談できる環境を構築している。 

Ｑ： ユニバーサルツーリズム推進連絡会の中には旅行会社も入っているが、県と 

   旅行会社が連携した取組は何か行っているか。  

Ａ： 旅行商品として売り出すに当たっての旅行会社との連携は現時点では行って 

   いない。今後、モニターツアーの成果をＰＲすることで、旅行会社とも連携 

   して取り組んで行きたいと考えている。  

Ｑ： 条例の制定に当たり、検討会メンバーには身体・視覚・聴覚障がい団体の方 

   は参加しているが、精神障がいの方の意見についてはどのように反映してい 

   るのか。 

Ａ： 精神障がいの方については、検討会メンバーには参加していただいていない 

   が、県庁の障害福祉部局を通して意見交換を行いながら進めてきており、意 

   見は反映できていると考えている。 

Ｑ： 利用者のアンケート結果の中から条例制定に生かした意見はあるか。 

Ａ： 特別支援学校に通うお子さんの保護者の方から、知的障がいを持つお子さん 

   を旅行に連れて行った際に、慣れない環境で大きい声を出してしまったこと  

   があり、他の一般客の方から心無いことを言われた経験があったとの意見を  

   踏まえ、条例の中において「県民の役割」を設け、県民も条例の基本理念に 

   ついて理解し、協力していく体制が必要であることを明記した。 

好井 七海委員  田中 啓介委員  荒井 勇雄委員  


